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審決 

 

不服２０１８－ １１８８３ 

 

（省略） 

請求人 株式会社メイプル会 

 

（省略） 

代理人弁理士 佐藤富徳 

 

 商願２０１７－ ８６２４３拒絶査定不服審判事件について、次のとおり審

決する。 

 

結 論 

 本件審判の請求は、成り立たない。 

 

理 由 

１ 本願商標 

 本願商標は、「ＡＩ介護」の文字を標準文字で表してなり、第４４類に属す

る願書記載のとおりの役務を指定役務として、平成２９年６月２６日に登録出

願され、その後、指定役務については、原審における同３０年２月１６日受付

の手続補正書により、第４４類「美容，理容，入浴施設の提供，庭園樹の植樹，

庭園又は花壇の手入れ，肥料の散布，雑草の防除，有害動物の防除（農業・園

芸又は林業に関するものに限る。），あん摩・マッサージ及び指圧，カイロプ

ラクティック，きゅう，柔道整復，はり，医療情報の提供，健康診断，栄養の

指導，動物の飼育，動物の治療，動物の美容，介護，植木の貸与，農業用機械

器具の貸与，医療用機械器具の貸与，漁業用機械器具の貸与，美容院用又は理

髪店用の機械器具の貸与，芝刈機の貸与」と補正されたものである。 

 

２ 原査定の拒絶の理由の要点 

 原査定は、「本願商標は、『人工知能』を意味する『ＡＩ』の文字と、『介

護』の文字を一連に『ＡＩ介護』と標準文字で表してなるところ、『人工知能

を利用した介護』程の意味合いを容易に認識させる。よって、これを本願指定

役務中、人工知能を利用した介護に関する役務に使用しても、前記役務である

ことを認識させるにとどまり、単に役務の質（内容）を表示するにすぎないも

のと認める。したがって、本願商標は、商標法第３条第１項第３号に該当し、

前記役務以外の役務に使用するときは、役務の質の誤認を生じさせるおそれが

あるから、同法第４条第１項第１６号に該当する。」旨認定、判断し、本願を

拒絶したものである。 

 

３ 当審においてした証拠調べ通知 

 当審において、本願商標が商標法第３条第１項第３号及び同法第４条第１項
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第１６号に該当するか否かについて、職権に基づく証拠調べをした結果、別掲

に示すとおりの事実を発見したので、同法第５６条第１項で準用する特許法第

１５０条第５項の規定に基づき、請求人に対して、令和１年５月２４日付け証

拠調べ通知書によって通知し、期間を指定してこれに対する意見を求めた。 

 

４ 証拠調べ通知に対する請求人の意見の要点 

 請求人は、上記３の証拠調べ通知に対して、以下のとおり意見を述べた。

（１）証拠調べ通知で示された証拠は、「ＡＩ介護」の具体的意味合いが、実

際に提供される本願指定役務の質・内容を具体的に表していないので、本願指

定役務の分野において、当該情報は証拠資料足りえない。 

（２）してみれば、「ＡＩ介護」の語は、いまだ漠然とした意味合いを想起さ

せるにとどまるものであり、これをもって直ちに商品の品質、内容を具体的か

つ直接的に表したものと理解、認識させるとまではいい難いものである。 

 

５ 当審の判断 

（１）商標法第３条第１項第３号該当性について 

 本願商標は、上記１のとおり、「ＡＩ介護」の文字からなるところ、その構

成中の「ＡＩ」の文字は、「人工知能」の意味を有する「ａｒｔｉｆｉｃｉａ

ｌ ｉｎｔｅｌｌｉｇｅｎｃｅ」の略語として、「介護」の文字は、「高齢

者・病人などを介抱し、日常生活を助けること。」の意味を有する語（いずれ

も「広辞苑第７版」株式会社岩波書店）として一般に知られているものである。 

 そして、別掲のとおり、「介護」に関連した分野の新聞記事情報やインター

ネット情報において「ＡＩ」の文字が、「人工知能」の意味合いで使用され、

また、「ＡＩ介護」の文字が、例えば、「人工知能（ＡＩ）を活用して・・・

高齢者の快適な入浴と介護者の負担軽減につなげるのが狙い。」や「ＡＩ（人

工知能）が介護現場に浸透し始めた。」などの説明とともに使用されており、

介護現場において介護ロボットや介護計画の作成補助等、ＡＩを活用した介護

が実際に行われている実情が見受けられる。 

 そうすると、本願商標を構成する「ＡＩ介護」の文字は、「ＡＩ（人工知能）

を活用した介護」程の意味合いを容易に想起させるものである。 

してみれば、「ＡＩ介護」の文字からなる本願商標を、その指定役務中「介護」

に使用しても、これに接する取引者、需要者は、「ＡＩ（人工知能）を活用し

た介護」であることを認識するにすぎず、単に役務の質を普通に用いられる方

法で表示したものと認識するにとどまるというのが相当である。したがって、

本願商標は、商標法第３条第１項第３号に該当する。 

（２）請求人の主張について 

 請求人は、「本願商標の構成中の『ＡＩ』の語は『愛のローマ字読み』の意

味を有する語であり、全体として、『愛の介護』程の意味合いを生じる場合が

有り、あるいは、仕訳だけではなく、介護事業の会計処理、介護作業のロボッ

トの使用、介護事業の管理および報告する技法に人工知能を応用することも考

えられるとしても、本願指定役務の質・内容を表すものではなく、現実に『Ａ

Ｉ介護』の語が、介護の分野で、原審説示の意味合いで使用されている裏付け
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情報を提示されていないので、いまだ漠然とした意味合いを想起させるにとど

まるものであり、これをもって直ちに商品の品質、内容を具体的かつ直接的に

表したものと理解、認識させるとまではいい難いものである。」旨主張してい

る。 

 しかしながら、上記（１）のとおり、「介護」に関連した分野の新聞記事情

報やインターネット情報における「ＡＩ」及び「ＡＩ介護」の文字の使用例か

らすると、本願商標は、その指定役務中の「介護」との関係において、「ＡＩ

（人工知能）を活用した介護」の意味合いを認識させるにすぎず、役務の出所

識別標識としては認識し得ないものとみるのが相当である。 

 したがって、請求人の上記主張は採用できない。 

（３）まとめ 

 以上のとおり、本願商標は、商標法第３条第１項第３号に該当するものであ

るから、これを登録することはできない。 

 よって、結論のとおり審決する。 

 

  令和 １年 ９月 ２日 

 

 

審判長 特許庁審判官 冨澤 美加 

特許庁審判官 小俣 克巳 

特許庁審判官 木住野 勝也 
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別掲 証拠調べ通知書において示した事実 

 「介護」に関連した分野での「ＡＩ」及び「ＡＩ介護」の文字の使用例（下

線は審判長が付加。） 

１ 新聞記事情報 

（１）２０１９／０１／１８ 日経ＭＪ（流通新聞） １１ページ 

「日本にＡＩ介護ロボ、米社、８月からレンタル。」の見出しの下、「ロボッ

ト開発の米アイオロス・ロボティクス（カリフォルニア州）は人工知能（ＡＩ）

を搭載したヒト型ロボットを日本に投入する。人手不足が深刻な介護業界に狙

いを定め、片付けの手伝いや高齢者の見守りなど、介護士らの業務支援用途で

導入を提案。」の記載がある。 

（２）２０１８／０７／０５ 東京読売新聞 朝刊 ２８ページ 

「ＡＩ介護ロボで入浴楽々 富大教授 実用化へ協力企業探す＝富山」の見出し

の下、「人工知能（ＡＩ）を活用して体格に応じて背もたれが自動で変形する

のが特徴で、高齢者の快適な入浴と介護者の負担軽減につなげるのが狙い。」

の記載がある。 

（３）２０１７／１１／１０ 日本経済新聞 朝刊 １５ページ 

「ニチイ学館・ＮＥＣ、『ＡＩ介護』で連携、ケアプラン作成を支援。」の見

出しの下、「ニチイ学館はＮＥＣと人工知能（ＡＩ）の共同開発で提携した。

ＮＥＣが開発したＡＩにニチイが保有する介護保険データを読み込ませ、要介

護者向けにつくる介護計画（ケアプラン）の作成を補助する。」の記載がある。 

（４）２０１７／１０／０３ 日経産業新聞 １６ページ 

「ＡＩ介護活用を加速、シーディーアイ、２．３億円調達。」の見出しの下、

「人工知能（ＡＩ）で介護サービス計画を自動作成する技術の開発を本格化さ

せる。」の記載がある。 

２ インターネット情報 

（１）「株式会社日宣」が運営する「ＮＩＳＳＥＮ ＤＩＧＩＴＡＬ ＨＵＢ」

のウェブサイトにおいて、「ＡＩを搭載した介護ロボットの活躍現場に迫る」

の見出しの下、「ロボットとＡＩ（人工知能）が介護現場に浸透し始めた。最

先端技術は、深刻な人手不足を解消できるのか。そしてＡＩ介護ロボットは介

護 高 齢 者 の 心 に 寄 り 添 う こ と が で き る の か 。 」 の 記 載 が あ る 。

（ https://nissenad-digitalhub.com/articles/ai-for-nursing-care-robot/ ） 

（２）「東京新聞」のウェブサイトにおいて、「ＡＩ介護で達人ケア」の見出

しの下、「人工知能（ＡＩ）が社会のさまざまな分野に進出し始めた２０１８

年。介護の現場にも、ＡＩ導入の波がやってきている。介護の『匠（たくみ）

の技』をＡＩが学習して教育に生かしたり、自立支援に役立つケアプランをＡ

Ｉが提示したり、ＡＩカメラで高齢者の事故防止につなげたりとさまざまだ。」

の記載がある。 

（ https://www.tokyo-

np.co.jp/article/living/life/201812/CK2018123002000114.html） 

（３）「芙蓉開発株式会社」のウェブサイトにおいて、「ＡＩ介護ソフト『安

診ネット カイゴ』がＩＴ導入補助金の対象に認定」の見出しの下、「安診ネ

ット カイゴはクラウドを活用した ＡＩ介護ソフトです。介護施設におけるＩ
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ＣＴ運用によるペーパーレス化、労務削減に貢献します。」の記載がある。 

（ http://www.anshinnet.net/uploads/ck/admin/files/201806/news%20releas

e_180605.pdf） 

（４）「株式会社ＰＲ ＴＩＭＥＳ」の運営する「ＴＨＥ ＢＲＩＤＧＥ」のウ

ェブサイトにおいて、「ＡＩ介護のウェルモが福岡市と実証実験、市内の介護

データからケアマネージャーの満足度など調査」の見出しの下、「介護関連ベ

ンチャーのウェルモは８月２７日、福岡市とＡＩを活用したケアマネジャー支

援の実証実験を開始すると発表した。」の記載がある。 

（ https://thebridge.jp/2018/08/welmo-got-partnership-with-fukuoka-city） 

 

 

 

 

（行政事件訴訟法第４６条に基づく教示） 

 この審決に対する訴えは、この審決の謄本の送達があった日から３０日（附

加期間がある場合は、その日数を附加します。）以内に、特許庁長官を被告と

して、提起することができます。 

（この書面において著作物の複製をしている場合のご注意） 

 特許庁は、著作権法第４２条第２項第１号（裁判手続等における複製）の規

定により著作物の複製をしています。取扱いにあたっては、著作権侵害となら

ないよう十分にご注意ください。 

〔審決分類〕Ｔ１８ ．１３ －Ｚ （Ｗ４４） 

 

審判長 特許庁審判官 冨澤 美加 8431 

特許庁審判官 小俣 克巳 8636 

特許庁審判官 木住野 勝也 2959 


